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高槻市における教育改革（第１回資料より）
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「高槻市教育改革懇話会」
提言

「21世紀への新たな学校づくり － パートナーシップに基づく学校創造」 （平成12年）

２学期制の実施 １年間のカリキュラム上の区切りの弾力化 （平成19年）

ラーニングSプロジェクト

「縦の接続」「横の連携」の強化 （平成22年）

→連携型小中一貫教育の実施 （平成25年度～ 平成28年度に全校実施）

→地域と連携した特色ある学校づくり推進事業 （平成25年度～令和２年度）

高槻市教育振興基本計画

第１期 （平成27年度～令和２年度）

第２期 （令和３年度～令和12年度）

重点取組（２） 施設一体型小中一貫校の設置

目標１－１ 確かな学力の育成 （１）９年間を見通した教育課程の編成と実施

目標２－１ 学校力の向上 （５）小中一貫教育の推進



本市における連携型小中一貫教育の目的

１．子どもたちの心身の発達の実態に即した指導を行うことで、

知・徳・体の調和のとれた人格の形成を図る

２．小学校６年、中学校３年の義務教育９年間の指導をより系統性を高め、

子どもたちの発達段階に応じたきめ細やかな指導により、学力の向上を図る

３．６・３制を基本としながら４・３・２制を取り入れて課題を整理することにより、

学習や生活面をはじめとする従来の小中学校の枠組みにとらわれず、

学習意欲の向上や生活指導上の課題解決を図る
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４．異年齢の児童生徒の交流や行事の合同開催、キャリア教育などを実施すること

により豊かな心の育成を図る

５．小中教員の協働により、小中学校互いの文化を共有し、相互理解することで、

子どもの発達に適応した教職員の指導力向上や意識改革を図る
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本市における連携型小中一貫教育の目的

連携型小中一貫教育の推進に係る検討資料 （平成２２年）より



本市における連携型小中一貫教育の定義

同一中学校区内の小中学校で、共通の「①目標②指導内容③指導方法」が

義務教育９年間を貫いて設定され実施される教育
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連携型小中一貫教育の推進に係る検討資料 （平成２２年）より



本市における連携型小中一貫教育校に求められる項目
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① 共通の教育目標（共通の目指す子ども像）が策定されている

② 指導内容、指導方法が義務教育９年間を貫いて設定され、連続性がある

③ ４・３・２制によるそれぞれの発達段階に応じた目標の重点化と

取組の焦点化が行われている

④ 児童生徒の教育活動に連続性がある

⑤ 教職員間の連携が充実している

⑥ 地域、保護者の理解と協力が見られる

連携型小中一貫教育の推進に係る検討資料 （平成２２年）より



連携型小中一貫教育 全中学校区実施までのスケジュール

7高槻市教育委員会作成 「小中一貫教育リーフレット」 （平成２５年）より



「連携型小中一貫教育」の成果（第１回資料より）
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学習指導面
中学校区での課題の共有と授業研究の実施

➫ 高槻の子どもたちの学力は着実に向上

生徒指導面 中学校区の学校間の密な情報共有が進む

地 域 連 携 中学校区単位でコミュニティ・スクールがスタート

学 校 組 織 中学校区の管理職および教職員の協働・連携が進む



〇 中学校区グランドデザインの策定

〇 小中９年間のカリキュラム研究の推進 （系統表の作成等）

〇 小中９年間の学校生活のきまりや家庭学習のやり方等の検討

〇 小学校高学年での教科担任制の実施

〇 中学校教員による小学校での授業の実施

〇 中学校区での不登校支援体制の整備

〇 中学校区でのコミュニティ・スクールの導入

〇 中学校区での学校評価の実施

等
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連携型小中一貫教育 各校区の取組



中学校区グランドデザインの策定
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①「中学校区のめざす子ども像」

②「中期的な中学校区の経営ビジョン」

③「今年度の中学校区の教育目標と重点取組」

①②③の内容を含め、校区の連携会議や

校区校園長会での検討を経て策定

※ 別添１
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９年間の連続性のある

指導内容・指導方法の研究

９年間の各教科等の指導内容の系統表

※ 別添2
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９年間の連続性のある

指導内容・指導方法の研究

９年間の各教科等の指導内容の系統表

※ 別添3
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９年間の連続性のある

指導内容・指導方法の研究

総合的な学習の時間

系統性のある探究学習
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９年間の連続性のある

指導内容・指導方法の研究

子どもが自ら説明する場面での

話し方や聴き方の指標
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家庭学習の手引き

９年間の連続性のある

指導内容・指導方法の研究
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９年間の連続性のある

指導内容・指導方法の研究

基本的な学校生活上のきまり
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校区連携の状況

連携型小中一貫教育の組織図

小中連携担当各１名、認定こども園１名＋会場校の校長

          　　　　　

↓

（高槻人権・市外教全体会）
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校種間連携

小小合同学年会（幼小、小中、幼中も含む）
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連携事務局（定例会…月１回）
※連携会議の日は校内会議を設定しない

令和６年度第七中学校区　「連携型小中一貫教育」組織図

（高槻人権）（市外教）

校区校園長会（定例会…月１回） 



校区連携の状況
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校区連携会議・校区研修



校区連携の状況
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校種を超えた児童生徒の学び



「令和５年度全国学力・学習状況調査 学校質問紙調査」より
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全国

1 2 3 4
肯定的な回答

（１＋２）

36.6% 48.8% 14.6% 0%

34.1% 63.4% 2.4% 0%

高槻市

前年度までに、近隣等の小(中)学校と、教科の教育課程の接続や、
教科に関する共通の目標設定等、教育課程に関する共通の取組を
行いましたか

63.7%

85.4% 14.6%

前年度までに、近隣等の小(中)学校と、授業研究を行うなど、合同
で研修を行いましたか

62.8%

97.5% 2.4%

１．よく行った　2.どちらかといえば、行った　3.あまり行わなかった　4.全く行わなかった
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「全国学力・学習状況調査」 結果の経年比較



顕在化した新たな課題（第１回資料より）
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教育格差 ➫ すべての子どもたちに確かな学力を

近年、不登校児童・生徒数が大幅に増加

中学校区単位での地域連携のさらなる活性化

連携型 ➫ 組織がそれぞれの学校に存在

学習指導面

生徒指導面

地 域 連 携

学 校 組 織



〇 「共通の教育目標」としてのグランドデザイン

〇 前・中・後期の学年区分を踏まえた系統性・連続性のある教育活動

〇 児童生徒、教職員、保護者、地域の「義務教育９年間」の意識

〇 教職員間の連携における時間の確保
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連携型小中一貫教育の成果をさらに高めるために

これらをより発展・充実させる組織体制が重要



全国の義務教育学校 設置状況

全国の義務教育学校

学校数 ： 国立 ５校 公立 ２０１校 私立 １校 前年比 ２９校増

設置形態： 施設一体型 …１８７校 施設隣接型 …７校 施設分離型 …１２校

その他 （一体型と分離型が併存) …１校

【令和５年度 学校基本調査】

24



府内の義務教育学校 設置状況

すでに義務教育学校を設置している市町 （１０市町） ※令和６年４月現在

設置計画を進めている市町 ※（ ）は開校予定年度

交野市（R7）・門真市（R8）・豊能町（R8）・泉南市 など
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市町村名 義務教育学校名 設置形態 開校

守口市 さつき学園 施設一体型 平成２８年

和泉市 南松尾はつが野学園 施設一体型 平成２９年

池田市 ほそごう学園 施設一体型 平成３０年

羽曳野市 はびきの埴生学園 施設一体型 平成３０年

義務教育学校池島学園 施設分離型 平成３１年

義務教育学校くすは縄手南校 施設分離型 平成３１年

八尾市 高安小中学校 施設一体型 平成３１年

大阪市 義務教育学校生野未来学園 施設一体型 令和　４年

能勢町 能勢ささゆり学園 施設一体型 令和　４年

豊中市 庄内さくら学園 施設一体型 令和　５年

貝塚市 二色学園 施設一体型 令和　６年

東大阪市



豊中市立庄内さくら学園

開校 ： 令和５年４月

学校の形態： 義務教育学校（施設一体型）

児童生徒数： １１１３人（４７学級）

学校の概要： 豊中市で初めての義務教育学校として開校

３小２中を統合し、隣接していた庄内小・第六中学校跡地に建設

南部地域の拠点となる「庄内コラボセンター」も学校と連結しており
庄内図書館等と連携した教育活動を実施

４-３-２制で９年間を見通した系統的で一貫性のある指導を実施

26



豊中市立庄内さくら学園
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